
国立大学法人京都大学教職員就業規則 

平成１６年４月１日 

達示第７０号制定 

 

  （前略） 

 (退職) 

第１９条 教職員は、次の各号の一に該当するときは、退職とし、教職員としての身分を失 

う。 

(1) 退職を申し出て大学から承認されたとき 

(2) 第２２条の２に定める早期退職制度に基づき退職を申し出て認められたとき 

(3) (2) 任期を付して雇用された教職員について、任期が満了したとき 

(4) (3) 第２２条に定める定年に達したとき 

(5) (4) 第１６条第１項に定める休職期間が満了し、休職事由がなお消滅しないとき 

(6) (5) 役員に就任したとき 

(7) (6) 死亡したとき 

  （中略） 

 (定年) 

第２２条 教職員の定年は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1) 教員、大学の警備等の業務及び労務の業務に従事する者 満６５歳満６３歳 

(2) 大学の警備等の業務及び労務の業務に従事する者 満６３歳 

(3)(2) 前２号以外の教職員 満６０歳 

２ 定年による退職の日は、定年に達した日以後における最初の３月３１日とする。 

(早期退職制度) 

第２２条の２ 早期退職制度に関し必要な事項は、国立大学法人京都大学教員早期退職規程

（平成２２年達示第２３号）による。 

（再雇用） 

第２３条 前条第１項第２号第２２条第１項第３号の規定により退職した教職員について

は、国立大学法人京都大学教職員の再雇用に関する規程（平成１６年達示第７８号）によ

り再雇用することができる。 

（解雇） 

第２４条 教職員が禁錮以上の刑(執行猶予が付された場合を除く。)に処せられた場合には、

解雇する。 

２ 教職員が次の各号の一に該当する場合には、解雇することができる。 

(1) 職務遂行に必要な資格を喪失した場合 

(2) 勤務実績不良あるいは能力不足が著しく、改善の見込みがない場合 

(3) 協調性を欠き、集団的な職務遂行に支障を生じる場合 

(4) 第８条第１号又は第２号に定める事実が判明した場合 

(5) 心身の故障のため職務遂行に堪えない場合 

(6) 教職員数の削減や組織再編などにより教職員の解雇がやむを得ないこととなる場合 

(7) その他の事情により教職員の解雇がやむを得ない場合 

２３ 教職員(教員を除く。)の解雇にあたっては、人事審査委員会の審議を経るものとする。 

  （中略） 

 (育児・介護休業等) 



第４６条 教職員は、大学に申出又は請求することにより、３歳に満たない子を養育するた

めに育児休業又は時間外勤務の免除を、小学校第３学年の終期を経過するまでの子を養育

するために育児短時間勤務、１日の勤務時間の一部について勤務しないこと若しくは早出

遅出勤務をすること又は時間外勤務若しくは深夜勤務の制限を受けることができる。 

  （中略） 

（退職し、又は解雇された者の在職中の非違行為に対する措置） 

第４８条の３ 教職員が退職し、又は解雇された後において、その在職中に前条の規定によ

る懲戒の事由に該当する行為をしたことが判明したときは、当該退職又は解雇の日から５

年（死亡により退職した者にあっては１年）以内に限り、当該行為について第４８条各号

に定める量定に相当する量定を認定し、その責任を認定することがある。 

第４９条 前３条前２条に定めるもののほか、教職員の懲戒等の手続その他必要な事項につ

いては、国立大学法人京都大学教職員懲戒規程(平成１６年達示第８６号。以下「懲戒規

程」という。)による。 

  （中略） 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

（教員の定年年齢引き上げに伴う経過措置） 

２ 改正後の第２２条第１項第１号の規定にかかわらず、生年月日が昭和２２年４月２日か

ら昭和２４年４月１日までである教員の定年については満６４歳とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


